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セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
報
告　
〜
２
年
間
の
取
り
組
み
の
集
大
成
〜

セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
認
証
取
得
へ
の
道

シ
リ
ー
ズ

ＮＯ.15

平
成
25
年
５
月
23
日　

セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
認
証
申
請
書
提
出

☆
松
原
市
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
推
進
協
議
会
に
て
、
認
証

申
請
書
に
つ
い
て
承
認　

　　
松
原
市
が
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動

に
取
り
組
む
こ
と
を
宣
言
し
た
の
は
平
成

23
年
５
月
。
そ
れ
か
ら
２
年
間
、
町
会
を

は
じ
め
と
す
る
安
心
・
安
全
に
取
り
組
む

住
民
団
体
や
医
療
機
関
、
大
学
、
そ
し
て

警
察
や
保
健
所
な
ど
の
行
政
が
力
を
合
わ

せ
、
重
点
テ
ー
マ
と
し
て
設
定
し
た『
子

ど
も
の
安
全
』・『
高
齢
者
の
安
全
』・『
交

通
安
全
』・『
犯
罪
の
防
止
』・『
自
殺
予
防
』・

『
災
害
時
の
安
全
』の
６
つ
の
課
題
に
対
し

て
、
検
討
を
積
み
重
ね
て
き
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、
平
成
25
年
３
月
29
日
、
第
５

回
松
原
市
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
協

議
会（
以
下
、
推
進
協
議
会
）
が
開
催
さ

れ
、
２
年
間
の
取
り
組
み
の
集
大
成
と
し

て
ま
と
め
ら
れ
た
認
証
に
か
か
る『
申
請

書
』と
そ
の
補
足
説
明
資
料
で
あ
る『
Ｗ
Ｈ

Ｏ
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
協
働
セ
ン

タ
ー
セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
メ
ン
バ
ー
認
証
申
請
に
か
か
る
報
告

書
』（
以
下
、
認
証
申
請
書
な
ど
）
が
承
認

さ
れ
ま
し
た
。

　

認
証
申
請
書
な
ど

に
は
、
松
原
市
の
概

要
や
外
傷
に
よ
る
死

亡
・
け
が
の
状
況
が

盛
り
込
ま
れ
、
松
原
市
が
認
証
取
得
の
た

め
の
７
つ
の
指
標(

左
記
参
照
）に
沿
っ
た

活
動
を
い
か
に
展
開
し
て
い
る
か
に
つ
い

て
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

☆
認
証
申
請
書
な
ど
を
Ｗ
Ｈ
Ｏ

（
世
界
保
健
機
関
）セ
ー
フ
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
協
働
セ
ン
タ
ー
に
提
出

　
推
進
協
議
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
認
証

申
請
書
な
ど
を
英
語
に
翻
訳
し
、
平
成
25

年
５
月
23
日
、
Ｗ
Ｈ
Ｏ（
世
界
保
健
機
関
）

▲認証申請に
かかる報告書

セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協
働
セ
ン
タ
ー
に

提
出
し
ま
し
た
。
認
証
申
請
書
な
ど
は
、

セ
ー
フ
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
認
証
セ
ン
タ
ー
の

認
証
審
査
員
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
が
行
わ

れ
、
現
地
審
査
へ
の
調
整
に
進
む
こ
と
に

な
り
ま
す
。

問
合
せ　
市
民
安
全
課

▼セーフコミュニティ認証取得のための7つの指標

セーフコミュニティ認証取得までの流れ

セーフコミュニティ取り組み開始の宣言と支援の依頼
・市長がセーフコミュニティに取り組む意思を表明し、ＷＨＯ（世界保健機関）セーフ
コミュニティ協働センターとセーフコミュニティ認証センターに書簡を提出。

セーフコミュニティ活動の展開
・セーフコミュニティ支援センターによる支援と指導を受けながら、認証取得のた
めの7つの指標に基づいた活動を実施。

認証申請書などの提出
・書簡の提出から2年以上の活動実績があり、7つの指標を満たしたと判断した段階
でＷＨＯ（世界保健機関）セーフコミュニティ協働センターに認証申請書などを提出。

書類審査と現地審査
・認証審査員による認証申請書などの書類審査と視察による現地審査の実施。指標
を満たしていない場合は、審査員からの指導により活動内容を改善。

認証取得
・審査の結果、指標を満たしていると認められた場合、安心・安全にかかる国際会
議などとともに、認証式典を開催し、安全向上に対する同意書に市長が署名するこ
とで認証を取得。

①分野を越えた協働を推進する組織を設置していること
②全ての性別・年齢・環境を対象として、長期にわたる継続的な予
　防活動を実施していること
③けがを起こしやすい年齢層や環境に焦点を当てた予防活動を実施
　していること
④あらゆる入手可能な「根拠」に基づいた予防活動を実施していること
⑤傷害の発生頻度と原因を継続的に記録する仕組みを持っていること
⑥予防活動の効果・影響を測定・評価するための仕組みを持ってい
　ること
⑦国内・国際的な「セーフコミュニティ」のネットワークに継続的に
　参加していること


